
５．持続可能な社会教育システムの構築に向けた主要な視点 

 

（１）社会教育行政のネットワーク化と官民パートナーシップの推進 

 

 ○ 今後の社会教育においては，地域課題解決学習の取組を進める観点や，社会の変化に対応

した学習機会を提供していく観点からも，教育委員会と首長部局の連携という行政内部での

連携はもとより，NPO，大学，企業等の多様な主体との連携を促進し，官民パートナーシッ

プによる社会教育の推進を図っていくことが求められる。 

 

（教育委員会と首長部局の連携） 

 

○ 今後，社会教育において地域課題解決学習の取組を進めていくためには，地域課題が多岐

にわたることから，社会教育を所管する教育委員会と，福祉・医療，防災・防犯，環境保全，

まちづくり・地域振興等の各分野を所管する首長部局とが，地域課題の解決に向けて連携し

て取り組んでいくことが必要である。このため，地方自治体の長期総合計画などにおいて，

今後の政策展開における社会教育での取組や教育委員会の役割等を明確化するなど，関係者

が理念や目的を共有して連携・協働していくことが重要である。 

 

○ また，平成 27 年 4 月 1 日から施行された新教育委員会制度では，首長と教育委員会の意

思疎通を図るため，総合教育会議を置くこととされており，放課後の子供の居場所づくりな

ど社会教育に関連のある事項についても協議が行われている。今後，社会教育についても，

積極的に議題として取り上げるなど，社会教育を通じた地域課題解決のための首長と教育委

員会との協議・調整の場として活用することが期待される。 

 

○ 総合教育会議以外においても，実務者レベルで社会教育担当者と地域政策や福祉等の担当

者が定期的に情報交換や協議等を行う場を設けることも有意義である。 

 

（学校との連携・協働の推進） 

 

○ これまで，文部科学省の学校支援地域本部等の取組を通じて，子供たちを地域の「まちづ

くり」などの多様な活動に参画させる試みが行われてきたが，平成 27 年 12 月の中央教育審

議会答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と

今後の推進方策について」及び平成 28 年 1 月の「次世代の学校・地域」創生プランにおい

て，学校と地域の連携・協働により，地域全体で未来を担う子供たちの成長を支え，地域を

創生する「地域学校協働活動」の推進が提言されている。 

 

○ 今後，“よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る”という目標を学校と社会とが共

有し，連携・協働しながら，新しい時代に求められる資質・能力を子供たちに育む「社会に

開かれた教育課程」という理念の実現に向け，「地域とともにある学校」とともに，「学校

を核とする地域」づくりが進められていくことが重要である。そのためには，学校教育と社



会教育の一層の連携が大切であり，地域住民と学校の対話の場を定期的に設けることや，地

域と学校を結ぶコーディネート機能を高めるため，答申においても指摘されているように，

「学校運営協議会」の設置や「地域学校協働本部」の整備が全国的に推進されるとともに，

地域と学校の連絡調整等を行う「地域コーディネーター」の資質・能力の向上や配置の促進

が期待されている。 

 

○ 「地域学校協働活動」については，幅広い地域住民等の参画により，障害者に多様な学習

機会を提供し，障害者の生きがいづくり，地域とのつながりづくりに大きく貢献する取組も

なされている 17。今後，障害者が生涯にわたり自己実現を図ることができるよう，地域の実

情を踏まえ，公民館や図書館，博物館はもとより NPO や企業など様々な主体の参画も得て，

放課後や土曜日等における多様な学習・体験プログラムの提供が全国的に促進されることが

望まれる。 

 

 ○ 地域において，「地域課題解決学習」が多世代交流と多様な主体との連携・協働により活

発に展開されることは，子供たちに多様で豊かな学習機会を提供し，子供たちの生きる力を

育む上で重要である。今後，子供たちが「地域課題解決学習」に参画することにより，住民

とともに地域課題やその解決方法を実践的に学び，住民との多世代交流を通じて，地域の歴

史や文化，産業などについて理解を深め，地域への愛着や誇りが育まれるなど，「地域課題

解決学習」が子供たちの成長につながることが期待される。 

 

（官民パートナーシップの推進） 

 

 ○ 今後，社会教育において「地域課題解決学習」の取組を進め，社会の変化に対応した学習

機会を提供していくためには，NPO，大学，企業等の多様な主体と連携・協働し，各主体の

強みを活かした取組を進めていくことが求められる。 

 

○ 社会教育施設においては，提供する学習機会を利用者のニーズに応えより充実したもの

にしていく観点から，社会教育施設の管理主体と NPO，大学，企業等の多様な活動やプロ

グラムの企画・提供主体とが効果的につながることが重要であり，社会教育主事や公民館

主事などがこれらをコーディネートすることが期待される。 

 

 ○ また，今後の社会教育においては，社会教育の利用者の視点に立ち，社会教育施設を中心

とした行政による学習機会の提供のみならず，NPO，大学，企業等の多様な主体による学習

機会の提供にも着目し，社会全体における学習機会の確保と拡大を図っていくことが重要で

ある。教育委員会や公民館等においては，地域における多様な主体が提供する学習機会を住

民に提供していく視点も重要である。 

 

○ また，公民館等において「地域課題解決学習」の取組を進めるに当たっては，行政と住

民のみならず，NPO など多様な主体の参画が必要となることが想定される。そのような場

合，関係者が共通の認識を持ち，相互の信頼関係を構築して協働していくことが重要であ



ることから，住民や NPO など様々な主体が集う「円卓会議」を開催し意思疎通を図ってい

くことが有意義である。 

 

○ 今後，持続可能な社会教育システムを構築していく観点からは，多様な主体の連携による

学習機会の提供にとどまらず，民間の資金やノウハウを活用した社会教育施設の運営・整備

の促進を図っていくことも重要となる。このため，社会教育施設の機能や提供するサービス

を維持・向上させる観点から，指定管理者制度や，PFI 法の改正により平成 23 年に導入さ

れた「公共施設等運営権制度」など，多様な PPP／PFI について，地域の実情を踏まえ，い

かなる活用が効果的・効率的であるか，各地方公共団体において検討を進めることが期待さ

れる。その際，国において，社会教育分野におけるイノベーションを推進する観点からも，

優良事例の情報収集を行い，その展開を図ることが重要である。 

 

（社会教育委員の積極的な活用） 

 

 ○ 社会教育委員は，社会教育行政に広く地域の意見等を反映させるため，社会教育法におい

て，都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができることとされている非常勤の職で

あり，教育委員会に助言するため，社会教育に関する計画を立案し，教育委員会の諮問に応

じて意見を述べるとともに，これらの職務を行うために必要な研究調査等を行うこととされ

ている。 

 

 ○ 今後，地方公共団体が「地域課題解決学習」を推進するに当たっては，地域課題とその解

決方策等に関して知見や経験を有する者の協力を得ることが不可欠であり，NPO や企業等

の多様な主体との連携・協働が必要となることも多くなる。 

 

○ 教育委員会が，地域の実情に応じて，社会教育が目指すべき方向性を明確にした上で，社

会教育委員に NPO や大学，企業等から多様な知見や経験を有する者を積極的に選任するこ

とは，地域課題解決学習の取組に必要となる知見を得る観点からも，NPO や企業等の多様

な主体との官民パートナーシップを促進する観点からも有意義である。また，地域課題とそ

の解決方策等を多面的に捉え，地域課題解決学習の充実を図る観点からは，女性や多様な年

代から社会教育委員を選任することも重要な視点である。 

 

 ○ 社会教育委員の会議の開催頻度については，年３回以下の地方公共団体が７割程度を占め

ている 18。今後，教育委員会においては，積極的に諮問を行い社会教育委員の会議を活用す

ることはもとより，解決を図ろうとする地域課題に応じて小委員会を開催するなど，社会教

育委員の会議の活性化を図ることが期待される。また，社会教育委員の会議において，公民

館等の活動の第三者評価を行うことも考えられる。 

 

 ○ 他方，地理的条件等により，会議を頻繁に開催することが困難である地方公共団体におい

ては，教育委員会事務局が社会教育委員に地域課題等の情報を提供した上で，必要に応じて，

地域課題等に関して知見を有する社会教育委員から個別に助言を得ることも考えられる。 



 

○ 地方公共団体においては，社会教育委員を積極的に活用することにより，様々な知見を有

する人材とのネットワークを形成・強化し，地域課題の解決等に必要な知見を得て，地域社

会の発展につなげていくことが期待される。 

 

（２）「学びのオーガナイザー」と社会教育主事の養成・活用 

 

（「学びのオーガナイザー」の必要性） 

 

 ○ 今後の社会教育において，学びの成果を地域づくりの実践につなげていく「地域課題解決

学習」を推進していく上では，住民の中に入り込み，住民や NPO，大学，企業等の様々な

主体を結び付け，地域の資源や各主体が有する強みを活かしながら，地域課題に応じて「学

び」や「実践」の場をアレンジすることにより地域課題を「学び」に練り上げ，課題解決に

つなげていく人材，すなわち，学習活動を組立て形にしていく，いわば「学びのオーガナイ

ザー」とも言うべき人材が必要となる。 

 

 ○ 今後の社会教育においては，社会教育施設を中心とした行政による学習機会の提供のみな

らず，NPO，大学，企業等の多様な主体による学習機会の提供にも着目し，社会全体におけ

る学習機会の充実が図られることが求められるところ，社会において広く「学びのオーガナ

イザー」が増えていくことが望まれる。 

 

 ○ 「学びのオーガナイザー」は，人々の学習活動を組み立て，形にしていく役割を果たすこ

とから，行政にあっても，民間にあっても，①教育的視点から「学び」の意味や協働の理念

を理解していることはもとより，②「学び」に楽しい「仕掛け」を用意するなど，人々の主

体的な参画を促す能力や，対話を通じて人々の力を引き出す能力などが求められるととも

に，③行政における予算化のみならず，ふるさと納税制度やクラウドファンディングなど多

様な手法により資金調達を図り，活動を形にしていく能力などが求められる。 

 

（「学びのオーガナイザー」としての社会教育主事） 

 

 ○ 社会教育法では，都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に，社会教育主事を置くこと

とされ，その職務として，社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与えると規定す

るとともに，講習の修了等の任用資格を定めている。 

 

〇 さらに，平成 20 年度の同法の改正により，学校教育と社会教育の連携を促す観点から，

社会教育主事は，学校が社会教育関係団体，地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動

を行う場合には，学校の求めに応じて，必要な助言を行うことができる旨の規定が加えられ

た。 

 

〇  このように，地方自治体の社会教育行政において，社会教育を行う者に専門的技術的な助



言指導を与える専門的教育職員である社会教育主事には，今後，「地域課題解決学習」の推

進を図っていく上で，関係施策の企画・立案や事業の推進に向けて住民や NPO など多様な

主体とのコーディネートを行うなど，「学びのオーガナイザー」としての役割を担っていく

ことが求められる。 

 

 ○ 特に，行政内で活躍する「学びのオーガナイザー」として，社会教育主事には，行政にお

ける事業の予算化やふるさと納税制度の活用等による多様な資金調達，行政の関係部局との

連携や調整のほか，中立的な立場を活かして，住民や NPO など多様な主体が円滑に連携・

協働できるようにするための調整など，その強みを活かした取組が特に期待される。 

 

（今後の社会教育主事に求められる資質・能力とその養成） 

 

○ 社会教育主事には「学びのオーガナイザー」として，前述の能力が求められるが，特に，

地域の行政で活躍する者として，①地域の歴史や文化，産業など地域の特性を熟知している

ことや，②地域人材や地域資源に精通していること，③地域課題やその解決方策について政

策的観点から知見を有していることなどが期待される。また，④地域課題の解決やそのため

の企画立案の前提として，社会教育を取り巻く環境変化など社会や政策の動向も把握してい

ることが求められる。 

 

○ 現在の社会教育主事の養成については，平成 25 年 9 月の「中央教育審議会生涯学習分科

会社会教育推進体制の在り方に関するワーキンググループにおける審議の整理」において，

今後の社会教育主事には，地域の多様な専門性を有する人材や資源をうまく結びつけ，地域

の力を引き出すとともに，地域活動の組織化支援を行うことで，地域住民の学習ニーズに応

えていくことが必要であるとしている。 

 

○ 他方，現在の講習の内容は，学習及びその成果を実際の地域課題の解決につなげていくと

いう視点に乏しいため，新しい講習では，コーディネート能力，ファシリテーション能力，

プレゼンテーション能力などを身につけておくことが必要不可欠であると指摘している。こ

れを受け，昨年 8 月には，国立教育研究所社会教育実践研究センターにおいて，検討結果が

まとめられている。 

 

〇 今後，国においては，この検討結果を踏まえながら，社会教育主事養成のもう一つの柱で

ある大学における養成課程の在り方についても検討を進め，社会教育主事が地域において

「学びのオーガナイザー」としての役割を果たしていけるよう，養成，研修の充実を図って

いくことが求められる。 

 

○ 地域特性や地域人材，地域資源の把握などは，各地域における取組を通じて社会教育主事

が身に付けていくことが期待されるものであるが，教育的視点からの「学び」についての理

解や，人々の主体的な参画を促す能力，資金調達など活動を形にする能力，社会や政策の動

向に関する理解などに関しては，今後の社会教育主事の養成等の在り方に関する検討に活か



されることが期待される。 

 

（社会教育主事資格の活用と社会教育主事講習等の民間への積極的な開放） 

 

○ 今後は，NPO，大学，企業等においても「学びのオーガナイザー」が活躍し，これらの多

様な主体が提供する学習機会が教育的観点から効果的に提供され，社会全体として学習機会

の充実が図られることが望まれる。 

 

○ このため，社会教育主事講習等に関しては，今後，可能な限り，NPO など多様な主体の

活動に携わる方々にもより広く開放し，社会教育主事資格が教育委員会にとどまらず，社会

において広く活用されるようになることが期待される。特に，様々なセクターで「学びのオ

ーガナイザー」が活躍できる環境整備を図る観点からも，NPO など多様な主体で活躍され

る方々による社会教育主事講習や大学における社会教育主事養成課程の受講が推奨される

ことが望まれる。なお，今後，民間の社会教育主事有資格者が増えることにより，教育委員

会が社会教育主事に民間有資格者を広く登用するようになるなど資格の活用が一層促進さ

れることが期待される。 

 

（社会教育主事経験者・有資格者のネットワーク化） 

 

 ○ 今後，社会教育行政のネットワーク化と官民パートナーシップを推進していくことによ

り，社会全体で学習機会の充実を図っていく観点からは，社会教育主事経験者・有資格者の

ネットワーク化を図り，官民を問わず社会のあらゆる場で活躍する「学びのオーガナイザー」

がその経験を共有・蓄積し，互いに能力を高め合っていくことが期待される。そのため，国

においては，社会教育主事経験者・有資格者のネットワーク化を図り，経験の共有を促進す

る場を設けることが望まれる。 

 

（３）新しい「学びの場」と社会環境の変化に対応した社会教育施設の運営・整備 

 

（地域における「学びの場」） 

 

 ○ 今後の地域における「学びの場」においては，生後 3 か月の乳幼児から 100 歳のお年寄り

まで地域のあらゆる住民が集い，学び，交流をする場であることが重要である。加えて，「楽

しさなくして参加なし」の視点から「学びの場」にも人を引き付ける工夫が求められる。そ

のためには，民間の資金やノウハウを活用した社会教育施設の運営・整備や，他の公共施設

や民間施設との複合化等によりカフェやレストラン，ミュージアムショップなどを併設する

視点，若者が目的なく居合わせることができる空間を積極的に確保する視点も大切となる。 

 

 ○ また，今後の「学びの場」に関しては，公民館などの社会教育施設のみを意味するのでは

なく，NPO，大学，企業等の多様な主体が提供する学習機会の場も含め，社会におけるあら

ゆる「学びの場」として理解することが重要であり，今後の社会教育においては，社会全体



における学習機会の確保と拡大を図っていくことが求められる。 

 

 ○ その観点から，教育委員会や公民館等においては，行政が提供する学習機会に関する情報

のみならず，当該地域における多様な主体が提供する学習機会に関する情報についても広く

住民に提供することが望まれる。 

 

（公民館について） 

 

 ○ 今後，公民館においては，「地域課題解決学習」の推進による地域コミュニティの維持・

活性化への貢献，社会的包摂への寄与，社会の変化に対応した学習機会の提供において中心

的な役割を果たすことが求められる。また，地域の実情に応じて，生涯学習センターやコミ

ュニティ・センターにおいてもこうした役割が期待される。 

 

○ 公民館における「地域課題解決学習」の展開に当たり，公民館は，これまで以上に，地域

住民が話合いを進め，地域の課題を明らかにし，解決に取り組んでいくための「学びの場」

として，地域主導による課題解決型の施設を目指していくことが求められる。 

 

○ 地域主導による課題解決の観点から，公民館が，次世代の地域の担い手である子供や若者

も交えた多世代交流の拠点となり，地域学校協働活動に積極的に取り組んでいくことが持続

可能な地域づくりの観点からも期待される。 

 

○ この方向性は，地域コミュニティ機能の維持を目的として整備が進められている「地域運

営組織」とも親和性を有しており，今後，公民館が地域づくりの拠点として一層重要な役割

を果たしていくことが期待される。 

 

○ 今後，公民館においては，地域コミュニティの活性化に貢献する観点から，地域に新たな

価値をもたらすような「仕掛け」づくりを進めていくことが重要であり，子供たちに農業体

験を提供し，収穫物を地域の農産物として販売するコミュニティ・ビジネスを創ったり，産

業や雇用の創出につながるチャレンジ・ショップや企業セミナーを企画したりするなど，地

域づくりにつながる新しい発想を取り入れていくことが求められる。また，公民館において

こうしたコミュニティ・ビジネスなど新しい発想による活動が促される環境を整えていくこ

とも重要である。 

 

 ○ また，今後，公民館には，社会の変化に対応し住民のニーズに応じた学習機会を提供して

いくことが求められるため，NPO，大学，企業等の多様な主体と連携して学習機会を提供す

る機会も多くなることが想定される。加えて，公民館を拠点として「地域課題解決学習」を

通じて地域づくりを進めていくに当たり，公民館において物産展等の営利性を伴う事業を行

う機会も増えることが予想される。 

 

 ○ この点に関して，社会教育法第 23 条第 1 項第 1 号が「もつぱら営利を目的として事業を



行い，特定の営利事務に公民館の名称を利用させその他営利事業を援助すること」を禁止事

項として掲げているが，本規定については，公民館が，社会教育法第 20 条に掲げる公民館

の目的を没却して専ら営利のみを追求することや，特定の営利事業に対して特に便宜を図

り，それによって当該事業に利益を与えることを禁止するものであって，公民館が営利事業

に関わることを全面的に禁止するものではないとの解釈がこれまでに示されている 19。 

 

 ○ 今後，公民館においては，上記の解釈を踏まえ，特定の営利事業に対して，使用回数や使

用時間，使用料等に関して優遇するなど，特に便宜を図り，それによって当該事業に利益を

与えるようなことが行われないように留意しつつ，民間教育事業者と連携して学習機会を提

供し，あるいは，公民館において，地域コミュニティの活性化につながる「地域課題解決学

習」に取り組んでいくことが期待される。 

 

（図書館等について） 

 

○  図書館や博物館についても，施設の特性に応じ，「地域課題解決学習」の推進による地域

コミュニティの維持・活性化への貢献，社会的包摂への寄与，社会の変化に対応した学習機

会の提供の役割が求められる。また，学校図書館をはじめ学校と連携・協働し子供たちに多

様で豊かな学習機会を提供する役割も重要である。 

 

○ 図書館や博物館についても，地域課題の解決に向けた「学び」が提供され，地域住民が学

び，交流する拠点としての役割が求められる。今後，こうした社会教育施設が，地域におい

て，館種の違いを乗り越えて緩やかなネットワークを築くことで，地域課題の解決に連携・

協働して取り組んでいくことが期待される。 

 

○ 特に，図書館に関しては，現在においても，課題解決に資するレファレンス機能の充実に

積極的に取り組む館が増えてきているところであり，今後，他館との相互資料貸借の充実や

企業等と連携した地域課題解決に資する講座の開設などにより，より実践的な知的サービス

が提供されることが期待される。 

 

○ また，来館者へのサービスに加えて，アウトリーチ活動を充実させることにより，高齢者

や障害者，困難を抱える人々等にも読書の機会を提供し，誰に対しても知的サービスを提供

する施設として，社会的包摂の観点から地域のニーズに積極的・能動的に応えていくことが

期待される。 

 

○ 図書館では，地域住民のボランティアの協力により，読み聞かせやブックトーク等，子供

の読書活動の推進に取り組んでいる。近年，社会問題となっている子供の貧困は，子供の読

書体験にも影響を与えることが懸念され，困難を抱えた親子に対して読書の機会を提供して

いくことも重要な課題である。また，学校図書館に対する支援も図書館の重要な役割である。 

 

（博物館について） 



 

○ 博物館は，地域の遺産（レガシー）ともいうべき様々な学術資料・芸術作品等を集約し，

さらなる知的創造の源泉となるとともに，様々な知的な感動を求めて，地域住民はもとより

国内・国外の多くの人々が訪れる交流の場として，今後，交流人口拡大と地域活性化に寄与

することが期待される。そのため，デジタル技術をはじめ情報通信技術の活用や，多言語化

対応を充実させることにより，国内外への発信力を高め，国内外からの訪問者の増加につな

げていくことが期待される。 

 

 ○ こうした取組は，地域の歴史や文化，産業その他の特徴を国内外の人々に伝え，地域のア

イデンティティに磨きをかけ，特色ある地域づくりを進めていく観点からも重要である。今

後は，博物館を軸として地域のブランド化が図られていくことも期待される。 

 

〇 平成 31 年には，世界 136 か国の博物館専門家が参加する国際的な非政府機関 ICOM 

（International Council of Museums）が 3 年ごとに開催する大会が京都で開催され，博物館に

かかわる様々なテーマについて研究協議が行われる。これを機に，我が国の博物館の多様な

取組や貴重な文化財や学術資料等について，国際的にも認識が深められるとともに，海外の

博物館等の学術・芸術組織との交流・協力が進むことが期待される。  
 

○ また，学校との連携・協働により，アウトリーチ活動を含む児童生徒向けのプログラムを

充実させることにより，地域の歴史や文化，産業などに対する理解や，科学や動植物，環境

に対する興味を促すなど，地域の将来を担う人材育成にもつなげていくことが期待される。 

 

（公民館・図書館・博物館相互の連携・協働等の重要性について） 

 

 〇 今後，住民が地域社会に参加し，地域の課題を自ら解決しつつ，豊かな生活を送り，新

たな社会基盤を整備していく上では，公民館と図書館及び博物館の連携・協働が一層求め

られる。特に，地域人材の発掘や育成，地域資源の活用等において，各施設の特徴や強み

を活かしつつ，様々な連携・協働の取組が展開されることが期待される。 

 

 〇 また，公民館・図書館・博物館と学校との連携・協働を促進することは，コミュニティ・

スクールも活用しつつ，地域学校協働を推進し，子供たちの生きる力を育み，人生 100 年

時代に主体的に人生を切り開いていく力を育てる上でも重要である。 

 

（今後の社会教育施設の整備等について） 

 

 ○ 社会教育施設は，昭和 40 年代から 50 年代にかけて多くの施設が建設されており，例えば，

公民館については全 14,448 施設の半数に当たる 7,810 施設がこの時期に整備されている。 

 

 ○ このため，社会教育施設の老朽化が進むことにより，遠くない将来，多くの施設の更新が

必要となることが想定される。社会教育施設整備費が地方公共団体の一般財源となっている



ことを踏まえ，個別施設計画の策定等，社会教育施設の更新に向けた地方公共団体の計画的

な準備・対応が求められる。 

 

 ○ 今後の社会教育施設の整備に当たっては，社会教育施設が交流人口拡大や地域活性化に寄

与することを求められていることを踏まえ，長期的なまちづくりの観点に立ち，利用者の利

便性はもとより，地域のにぎわい創出などにも配慮し，地域コミュニティの拠点としての整

備が図られることが望まれる。特に，今後の社会教育施設には，人を引き付ける工夫が期待

される。 

 

 ○ また，社会教育施設は，ユニバーサルデザインの採用やバリアフリー対策を講じるなど，

障害の有無にかかわらず広く住民が利用できるよう十分に配慮することが求められる。ま

た，地域住民にとって最も身近な公共空間であり多くの住民が利用するとともに，非常時に

避難所となることも多いことから，社会教育施設には防災機能の確保，とりわけ耐震性の確

保が強く求められる。 

 

 ○ さらに，技術革新の進展を踏まえ，省エネルギー技術や情報通信技術の導入を図っていく

ことも重要である。特に，今後，社会の変化に対応した学習機会を提供していく観点からは，

社会教育施設における ICT 環境の整備が期待される。 

 

 ○ 今後の社会教育施設の整備においては，複数施設の集約化・複合化の視点も重要である。

例えば，公民館や図書館，住民サービス窓口等を集約化・複合化することにより，コストを

抑制し，各施設の機能の維持・向上を図りながら，利用者の利便性の向上など相乗効果をあ

げることも期待される。 
 

○ また，他の公共施設との複合化のみならず，民間施設と社会教育施設との複合化により交

流人口拡大や地域活性化，にぎわいの創出が図られることが期待される。加えて，民間施設

と社会教育施設との複合化は，カフェやレストラン，ミュージアムショップなどとの併設に

より，住民の学習への主体的参画を促すとともに，民間施設の利用者増加にも寄与するなど

相乗効果が図られることが期待される。 

 

 ○ さらに，学校の余裕教室を公民館に転用するなど，学校施設と社会教育施設の複合化を図

ることは，学校の児童生徒や幼児と地域住民との多世代交流を促進するとともに，地域と学

校との連携・協働にも寄与し，「学校を核とした地域づくり」にも資するものである。また，

多世代交流を礎とした「地域課題解決学習」が進められることにより，持続可能な地域づく

りにも寄与することも期待される。 

 

 ○ 廃校となる学校施設を公民館等の社会教育施設として活用することは，住民が集い，学

び，交流する拠点を地域に残し，地域の「絆
きずな

」を保ち，深め，地域コミュニティの活力

の維持・向上を図る上で重要な視点である。 



 

（４）国民・社会の理解と支持が得られる社会教育行政の展開と国民の参画促進 

 

○ 今後，持続可能な社会教育システムを構築していく上では，ふるさと納税制度やクラウド

ファンディングなど多様な資金調達手法も視野に入れ，社会教育分野への官民の教育投資の

促進を図っていくことが重要である。 

 

○ そのためには，社会教育分野への教育投資について国民の理解と支持が得られるよう，国

民の主体的参画を促すとともに，予算獲得や協働事業の提案にも資するような明確な成果目

標に基づく PDCA サイクルや効果の見える化を進めることにより事業の不断の改善を図り，

効果的・効率的な社会教育を展開していくことが求められる。 

 

 ○ また，その観点からは，社会教育事業についても，教育効果や社会経済的効果を分析，検

証するための体制整備を図るとともに，社会教育政策の効果に関する研究を推進し，研究を

担う人材の育成やデータの収集体制の整備を図っていくことが必要である。 

 

 ○ 今後，人工知能の進化をはじめとする技術革新など社会の変化は社会教育施設の機能や学

習の提供方法，運営など社会教育の在り方に大きな影響を及ぼす可能性がある。我が国の社

会教育が時代の潮流に取り残されることがないよう，諸外国における社会教育の動向に関し

ても，情報収集と調査研究を継続的に行い，社会教育政策の不断の改善を図っていくことが

重要である。 

 

 ○ 社会教育においては，学習者がその成果を他の学習者に提供することができる。また，社

会教育施設の運営においては，従前より，ボランティア活動が活発に行われている。今後，

持続可能な社会教育システムの構築に向けて，このような社会教育における学習機会の提供

や施設運営への国民の参画を促していくことも大切な視点である。 



 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
１ 社会教育施設の施設数，利用者数及び専門的職員数については，文部科学省「社会教育調査」。  
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日文部科学省生涯学習政策局長通知）」 

 

 


